
別紙様式２号

整備事業

Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用 （北海道　令和元年度（平成31年度））

計画時 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 目標値 達成率 計画時 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 目標値 達成率

（平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

（平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

上士幌町
株式会社
サンク
ローバー

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（乳量増加に関する目標）
１頭当たり乳量を7.1%増加

9,336kg/年 9,914kg/年 9,194kg/年 9,355kg/年 9,394kg/年 10,024kg/年 9,350kg/年 10,000kg/年 2%
１頭当たり乳量
が0.1%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（労働時間削減に関する目
標）
生乳100kg当たり労働時間
を38.3%削減

1.28hr/100kg 1.12hr/100kg 1.02hr/100kg 0.85hr/100kg 0.81hr/100kg 0.79hr/100kg 0.79hr/100kg 0.79hr/100kg 100%
生乳100kg当た
り労働時間が
38.3%削減

家畜飼養管理施設
共同利用フリーストール牛舎
1棟2,380㎡×3棟
共同利用ミルキングパーラー
1棟1443.61㎡
共同利用畜舎と一体的に整備
する設備
ホスピタル牛舎1棟3,405.72㎡
共同利用畜舎と一体的に整備
する家畜排せつ物処理利用施
設
スラリーストア　1基4,069㎥×3
基、排水処理施設　一式

1,224,720,000 541,659,000 0 0 683,061,000 H27.3.20

　成果目標としている１頭当たり乳量の増加につい
ては、TMRセンターから供給される良質成分の飼料
と泌乳ステージ毎の管理に加え繁殖管理の徹底を
実施し、5年目（平成30年度）に達成したものの、従
来のつなぎ牛舎からＦＳ牛舎への新たな飼養方式
に馴染めない牛群がストレスなどにより乳房炎など
の疾病を発症し廃用が増加してしてしまった。その
対応に５年目(平成30年度)初妊牛を133頭購入した
ため、６年目（平成31年度）は、牛群に占める初妊
牛の割合が高まったことに加え、十勝管内では、３
０年度の一番草の刈取が長雨の影響により平年と
比較して12日遅れるなど品質低下を招き、平年比Ｔ
ＤＮが10％下落することもあり個体乳量を下げる結
果となった。Ｒ２年度は、搾乳機器の洗浄強化等、
牛舎・搾乳衛生環境の整備に取り組むことで疾病
の発生は改善されており、また、牛群構成の低年
齢化も解消されたことから、８月現在の乳検データ
では前年から830kg増加しており、目標は達成でき
る見込み。（㉛9350kg＋830kg＝10,180kg）また、労
働時間の削減については、ロータリーパーラーを始
めとする作業機械の最大能力の活用や技術的な
効率化を図った事により、５年目（平成３０年度）よ
り目標を達成する事が出来た。

　ロータリーパーラーの活用等による作業の効率化
が図られ、事業効果が現れているが、飼養方式の
変更等に伴う搾乳牛頭数の減とその補充に初妊牛
が導入された事に伴い個体乳量減につながり目標
未達成となってしまったため、個体管理と衛生管理
の徹底による牛頭数維持と後継牛の安定的確保が
課題である。
JA等関係機関と連携し、乳房炎ワクチン接種や衛
生管理・個体管理の徹底を図るよう指導した。
出荷乳量自体は前年度比で約1,138ｔの増となって
おり、平成３１年度産粗飼料が良質であることや牛
群構成バランスが解消されることから、令和２年度
以降は改善される見込み。

標茶町
株式会社
TACSし
べちゃ

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（乳量増加に関する目標）
１頭当たり乳量を10.6%増加

6,879kg - 7,307kg 10,133kg 9,862kg 8,581kg 9,321kg 7,610kg 334%
１頭当たり乳量
が35.5%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（労働時間削減に関する目
標）
生乳100kg当たり労働時間
を34.6%削減

1.27hr/100kg - 1.27hr/100kg 0.85hr/100kg 0.94hr/100kg 0.63hr/100kg 0.79hr/100kg 0.83hr/100kg 109%
生乳100kg当た
り労働時間が
37.8%削減

家畜飼養管理施設
共同利用フリーストール牛舎
1棟3947.4m2
共同利用ミルキングパーラー
1棟653.32m2
共同利用畜舎と一体的に整備
する設備
ﾊﾞﾝｶﾞｰｻｲﾛ１基7155.9m3
共同利用畜舎と一体的に整備
する家畜排せつ物処理利用施
設
ｽﾗﾘｰｽﾄｱ 1基5278m3

574,538,400 253,769,000 0 0 320,769,400 H27.3.26

猿払村

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し221%増加

26.7ha 59.0ha 58.0ha 59.1ha 59.1ha 59.1ha 59.1ha 59.0ha 100%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し221%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より302％増加

1,319千円 -3,831千円 4,884千円 12,785千円 14,984千円 23,718千円 19,543千円 5,303千円 457%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より1,382％増
加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟420.93㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式
家畜整備
乳用牛　48頭

55,583,822 24,031,000 0 0 31,552,822 H27.1.30

稚内市

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し230%増加

26.7ha 57.3ha 57.3ha 58.7ha 58.7ha 58.7ha 68.4ha 61.5ha 120%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し256%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より72％増加

3,652千円 -6千円 7,274千円 17,954千円 22,597千円 16,955千円 15,435千円 6,297千円 445%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より323％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修983.2㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式、バルククーラー
家畜整備
乳用牛　42頭

43,458,990 16,588,000 0 0 26,870,990 H27.1.30

西興部村

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し209%増加

26.7ha 55.9ha 55.9ha 55.9ha 55.9ha 55.9ha 73.7ha 55.9ha 161%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し276%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より1097％増加

309千円 4,515千円 12,468千円 4,578千円 13,633千円 11,558千円 13,131千円 3,698千円 378%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より4150％増
加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修１棟566.76㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式・バーンクリー
ナー一式
家畜整備
乳用牛 34頭

22,821,036 8,340,000 0 0 14,481,036 H26.12.5

広尾町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し265%増加

26.7ha 68.4ha 68.4ha 65.8ha 67.8ha 67.8ha 67.8ha 70.7ha 93%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し254%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より42％増加

7,725千円 4,595千円 4,919千円 14,158千円 5,398千円 15,833千円 29,012千円 10,997千円 651%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より276％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟322.65㎡
畜舎と一体的に整備する設備
バーンクリーナー一式、パー
ラー一式、バルククーラー

35,220,200 15,125,000 0 0 20,095,200 H26.12.29

上士幌町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し165%増加

26.7ha 64.9ha 64.9ha 63.3ha 63.3ha 63.3ha 69.0ha 44.0ha 245%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し258%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より398％増加

1,908千円 14,764千円 8,512千円 25,288千円 11,455千円 20,464千円 16,827千円 9,508千円 196%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より782％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修２棟(成牛舎1棟
1,691.28㎡、搾乳舎1棟341.76
㎡)
畜舎と一体的に整備する設備
ミルキングパーラー一式
家畜整備
乳用牛 68頭

77,821,820 29,030,000 0 0 48,791,820 H26.12.29

別海町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し205%増加

26.7ha 58.2ha 58.2ha 65.3ha 65.3ha 65.3ha 65.3ha 54.8ha 137%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し245%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より85％増加

2,147千円 912千円 16,349千円 14,139千円 21,163千円 16,787千円 12,081千円 3,972千円 544%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より463％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟578.68㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式
家畜整備
乳用牛　50頭

55,693,494 22,868,000 0 0 32,825,494 H27.2.13

中標津町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し224%増加

26.7ha 65.3ha 65.3ha 70.9ha 70.9ha 70.9ha 70.9ha 59.7ha 134%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し266%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より22％増加

2,940千円 5,325千円 29,842千円 22,952千円 25,815千円 17,607千円 17,881千円 3,590千円 2299%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より508％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟1318.59㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式
家畜整備
乳用牛　43頭

49,053,947 22,157,000 0 0 26,896,947 H27.2.13

備考
市町村名

事業実施
主体名

成果目標の具体的な内容①（対象作
物・畜種
等名）①

事業実施後の状況①

市町村費

成果目標の具
体的な実績②

事業実施主体の評価成果目標の具
体的な実績①

成果目標の具体的な内容②（対象作
物・畜種
等名）②

事業実施後の状況②

都道府県の評価

メニュー②

その他

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業内容

事業費（円）

負担区分（円）

完了年月日

メニュー①

（工種、施設区分、構造、規格、
能力等） 交付金

都道府
県費



別紙様式２号

整備事業

Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用 （北海道　令和元年度（平成31年度））

計画時 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 目標値 達成率 計画時 １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 ６年後 目標値 達成率

（平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

（平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

備考
市町村名

事業実施
主体名

成果目標の具体的な内容①（対象作
物・畜種
等名）①

事業実施後の状況①

市町村費

成果目標の具
体的な実績②

事業実施主体の評価成果目標の具
体的な実績①

成果目標の具体的な内容②（対象作
物・畜種
等名）②

事業実施後の状況②

都道府県の評価

メニュー②

その他

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業内容

事業費（円）

負担区分（円）

完了年月日

メニュー①

（工種、施設区分、構造、規格、
能力等） 交付金

都道府
県費

中標津町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し198%増加

26.7ha 58.5ha 58.5ha 58.5ha 58.5ha 58.5ha 58.5ha 52.9ha 121%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し219%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より27％増加

4,567千円 874千円 16,927千円 20,647千円 20,375千円 20,998千円 20,072千円 5,790千円 1268%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より340％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟578.86㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式
家畜整備
乳用牛　56頭

56,943,982 22,400,000 0 0 34,543,982 H27.2.13

中標津町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し180%増加

26.7ha 36.5ha 36.5ha 36.5ha 36.5ha 36.5ha 33.9ha 48.0ha 34%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し127%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より33％増加

4,464千円 1,030千円 19,195千円 21,788千円 23,158千円 27,344千円 13,319千円 5,918千円 609%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より198％増加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟2076.84㎡
畜舎と一体的に整備する設備
アブレストパーラー一式
家畜整備
乳用牛　61頭

59,179,873 24,565,000 0 0 34,614,873 H27.2.13

　管理主体は、農場整備2,076.84㎡及び機械、乳
牛61頭導入により営農を開始し、順調に増頭を進
めてきたが、営農技術が未熟であったことから、事
業実施後１年目から４年目までを習熟するための
期間として充て、目標年（H31）の前年度までに目標
を達成するよう、農地の取得、増頭を予定していた
ところ。
　しかし、平成30年度に体調を崩したため、やむなく
規模を縮小（乳用牛の減少、農用地の減少）した
が、現在では復調し、増頭した未経産牛が分娩す
ることでさらに飼養頭数が増えており、令和２年度
では約30頭の増頭を見込んでいる。また、増頭した
分の飼料を補うため、計根別農協管内の酪農家が
所有している農地（約15ha）の取得に向け現在手続
きを行っていることから、令和２年度には目標が達
成可能である。

　成果目標である、経営収支計画における農業所
得は、規模を縮小（乳用牛の減少、農用地の減少）
したことにより前年度を下回ったものの、体調が復
調し増頭及び計根別農協の新規就農者バックアッ
プチームによる営農指導により農業所得の目標達
成をしている。その一方で、農用地面積は、増頭に
合わせ取得を計画しており、中標津町農業委員
会、計根別農協の協力のもと、約15haの農地取得
に向け手続き中。令和２年度には目標達成が可能
であるとともに、地域との連携や計根別農協、普及
センターの営農指導のもと、安定した農業所得の確
保、生産基盤の強化に今後とも努めていただきた
い。

羅臼町

公益財団
法人北海
道農業公
社

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
1戸当たりの農用地面積が
全国平均値に対し272%増加

26.7ha 67.5ha 67.5ha 67.5ha 68.5ha 68.5ha 72.6ha 72.6ha 100%

1戸当たりの農
用地面積が全
国平均値に対
し272%増加

畜産生産
基盤育成
強化(乳
用牛)

【畜産生産基盤育成強化(乳
用牛)】
（離農跡地等の経営継承）
農場譲渡後（6年目）の農業
所得が、農場貸付期間中（1
～3年目）の農業所得の平
均より239％増加

1,409千円 -2,257千円 9,182千円 14,816千円 14,225千円 17,254千円 16,740千円 4,780千円 455%

農場譲渡後（6
年目）の農業
所得が、農場
貸付期間中（1
～3年目）の農
業所得が平均
より1,088％増
加

離農跡地・後継者不在経営施
設
畜舎
畜舎改修1棟548.41㎡
畜舎と一体的に整備する設備
パイプライン一式、バンクリー
ナー一式、バルククーラー
家畜整備
乳用牛　46頭

63,135,743 26,209,000 0 0 36,926,743 H27.2.13



別紙様式２号

整備事業

Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用 （北海道　令和元年度（平成31年度））

計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率 計画時 １年後 ２年後 ３年後 目標値 達成率

（平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

（平成28年） （平成29年） （平成30年） 令和元年
（平成31年）

令和元年
（平成31年）

洞爺湖町
伊達市
壮瞥町
豊浦町

とうや湖
農業協同
組合

畑作物・
地域特産
物（いも
類）
馬鈴しょ

【畑作物・地域特産物（いも
類）馬鈴しょ】
（販売数量増加に関する目
標）
馬鈴しょの販売数量を20.1%
増加

6,716t － 4,734t 5,741t 8,064t -72%
馬鈴しょの販
売数量が
14.5％減少

畑作物・
地域特産
物（いも
類）
馬鈴しょ

【畑作物・地域特産物（いも
類）馬鈴しょ】
（契約取引率増加に関する
目標）
馬鈴しょの契約取引率を
14.6ポイント増加

46.90%
(3,150t
/6,716t)

－
46.05%
(2,180t
/4,734t)

51.49%
(2,956t
/5,741t)

61.45%
(4,955t
/8,064t)

32%
馬鈴しょの契
約取引率が4.6
ポイント増加

集出荷貯蔵施設
貯蔵施設1棟1,000㎡
空調冷房設備1基
選別施設一式（日別処理量：
58t/日）
設計監理料一式

495,223,200 227,400,000 0 113,699,000 154,124,200 H30.3.23

　当ＪＡ管内の馬鈴しょ作付については、施設建設後順調
に増加し、令和元年度の作付面積は295.5ｈａと目標として
いた作付面積を達成することが出来た。しかし、ＪＡ出荷
面積は、225.48ｈａとなっており、残りは生産者と商系との
直接取引面積となっている。このため、ＪＡでは、平成30年
産の受入が減少していたことを踏まえ、令和元年産から
集荷対策として、約０．４円の利用助成を行うと伴に、農協
施設を利用していない組合員と面談を実施するなど、施
設利用の促進を行った。また、取扱量の減収の原因とし
て、病斑の発生による減収も一つの要因となっている。当
ＪＡはYes!cleanに取り組んでおり、この取組を行うことで、
商系からの引き合いが強く契約出荷を行っている。ただ、
登録した農薬以外は使用できないなどの制約があり、昨
年は適正な防除が出来なかったことで減収となってしまっ
た。このため、令和3年産の作付に向け使用できる農薬を
追加し、適正な防除が行える指導体制を構築する。さらに
は、今後も一定的な作付面積増加の希望があることか
ら、優良種苗（規格）の確保に向け、生産組織、関係機
関、系統と協議し、馬鈴しょの生産に対する中長期計画を
見直すなど、種子産地への要望を行うとともに、新規種子
産地の検討も併せて模索する。販売面については、販売
進度の遅延があり一時的に在庫の増加等により一般市場
や他の取引先にも出荷したことで契約販売率が伸び悩ん
だことや、農協取扱量の減少により契約どおりの出荷を行
うことができなかった。今後については、Yes!clean及び
GROBAL　GAPのグループ認証を継続し、契約販売率の
向上を図るとともに、農協出荷量の向上に加え、新規契約
先を模索するなど実需者との商談をより一層密に行い需
要期に適宜出荷できる体制を再構築する。

　馬鈴しょの販売量については、農協取扱量の減少
及び病斑の発生により減収したことで、販売数量
5,741tの目標対比-72%となり、達成には至らなかっ
た。また、馬鈴しょの契約取引割合についても
51.49%の目標対比32%となり、計画時より増加はして
いるが、達成には至らなかった。
　施設利用に対する助成や組合員との面談を実施
するなど農協施設の利用向上に向けた取り組みを
実施していることや、不安定な天候に対応するた
め、Yes!cleanの申請の際の農薬の追加を行う等、
適正な防除の徹底による収量の増加を図ることとし
ている。また、作付面積増加に向けた、中長期計画
による馬鈴しょの作付面積の検討や、Yes!clean及
GROBAL　GAPのグループ認証取得団体であること
を活用した新規契約先の模索など、需要期に適宜
出荷できる出荷体制の再構築を行うこととしている
ことから、局としても、成果目標の達成に向けた取
組がより強力に実施されるよう取組に対し指導して
いく。

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（契約数量増加に関する目
標）
うるち米の早期契約数量を
20.1ポイント増加

40.8%
(3,883.06t/
9,506.01t)

43.95%
(4,273.43t/
9,723.40t)

53.20%
(4,339.16t/
8,156.16t)

51.00%
(4,784.31t/
9,381.00t)

60.9%
(6,188.95t/
10,158.19t)

51%

うるち米の早期
契約数量が
10.2ポイント増
加

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（サイロの貸与の増加に関
する目標）
担い手組織へのサイロの部
分貸与への取り組みの増加

0t 0t 480t 480t 480t 100%

担い手組織へ
の調整施設の
部分貸与への
取り組みが増
加

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（環境保全型農業に取り組
む農業者数の増加に関する
目標）
環境保全型農業に取り組む
農業者数を53.7ポイント増加

35.3%
(66人/
187人)

38.9%
(72人/
185人)

42.6%
(75人/
176人)

40.1%
(67人/
167人)

89.0%
(162人/
182人)

9%

環境保全型農
業に取り組む
農業者数が4.8
ポイント増加

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（サイロの貸与の増加に関
する目標）
担い手組織へのサイロの部
分貸与への取り組みの増加

0t 150t 150t 150t 150t 100%

担い手組織へ
の調整施設の
部分貸与への
取り組みが増
加

備考

米の下位等級
指数を8%削減

新規需要米が
占める面積の
割合が1.6ポイ
ント減少

0 236,400,000 1,400 H30.3.16

0 H30.3.23

負担区分（円）

17.1%
(324ha/
1,900ha)

-12%

穀類乾燥調製貯蔵施設
籾貯蔵サイロ450t×2基、150t
×1基
籾摺機6t/h×2基
乾燥機20t×1基
貯留ビン25t×4基

472,802,400 236,401,000
4.0%
(67ha/
1,681ha)

3.0%
(51ha/
1,712ha)

2.2%
(37ha/
1,707ha)

2.4%
(40ha/
1,680ha)

2.4%
(270t
/11,239t)

17%

穀類乾燥調製貯蔵施設
色彩選別機240ch×2台
出荷タンク及びライン増設改修
工事

166,752,000 83,519,000 083,233,000

奈井江町 奈井江町

土地利用
型作物
（稲）
水稲

土地利用
型作物
（稲）
水稲

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（新規需要米が占める面積
の増加に関する目標）
新規需要米が占める面積の
割合を13.1ポイント増加

4.8%
(556t
/11,567t)

4.7%
(548t
/11,458t)

4.2%
(458t
/10,883t)

4.4%
(484t
/11,102t)

雨竜町 雨竜町

土地利用
型作物
（稲）
水稲

土地利用
型作物
（稲）
水稲

【土地利用型作物（稲）水
稲】
（下位等級指数削減に関す
る目標）
米の下位等級指数を50%削
減

完了年月日（工種、施設区分、構造、規格、
能力等） 交付金

都道府
県費

市町村費 その他

メニュー①

（対象作
物・畜種
等名）②

事業実施後の状況②

成果目標の具
体的な実績②

事業内容

事業費（円）

メニュー②

成果目標の具体的な内容
②

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

事業実施主体の評価 都道府県の評価
市町村名

事業実施
主体名

成果目標の具体的な内容
①

（対象作
物・畜種
等名）①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

　うるち米早期契約数量増加の目標については、雨竜町
水稲生産部会役員会において、調製精度の向上による高
品質化により、早期契約数量は増加したものの、目標を
達成するには、さらなる実需者の確保が必要と考え、知名
度・認知度の向上のためイエスクリーン米と減農薬栽培を
推進することで、雨竜町を高品質米生産地としてPRするこ
とを柱に取り組みを進めることとした。これまでの取組とし
て、消費者・実需者へのPRについては、試食や販売など
のイベントの開催（H28：４回　H29.30：５回　R１：10回）を実
施したことで、H29年産：3883.06tからR1年産：4784.31tと
契約数量を増加することができている。今後は上記イベン
トを継続するとともに、さらなる取組として新たに道外（大
阪、新潟）でのＰＲ活動を企画している。また、雨竜町を高
品質米生産地としてより強力にＰＲするため、イエスクリー
ン米と減農薬栽培をさらに推進することとしている。上記
の取組を行うことで、新たな実需者を確保し、目標達成を
見込んでいる。
　下位等級指数削減の目標については、従来機械の能力
向上及び施設全体の処理スピード向上による適期収穫で
着色米が減少したため、下位等級指数は削減されている
が、イエスクリーン米の受入区分が増えたことに伴い、一
部適期収穫に対応できなかったこと及び近年の急激な気
象変化により目標値までは削減されなかった。これまでの
取組として、適期収穫に向けて調整ラインの応急的な増
設を実施しているが、今後のさらなる対策として、タンク取
出ラインの改修と集荷方法の変更のほか、籾の仮置きコ
ンテナの購入及びコンテナ収納施設を建築し、品質の向
上・安定に向けた体制づくりを早急に実施する。また、天
候に影響されない良質米生産に向けて雨竜町水稲生産
部会において栽培講習や適期収穫ができている農業者
の取組の情報共有(H30年度：2回　R1年度：6回)など、更
なる良質米生産に向けた活動を行うほか、水稲の品質向
上に効果のある「ケイ酸資材」の助成（H29：200円/1袋、
H31：250円/1袋）を今後も強力に継続し、受入体制及び生
産技術のさらなる向上により目標達成を見込んでいる。
　担い手への貯留サイロの貸与の目標については、早期
に達成でき、担い手農家の安定出荷が図られている。

成果目標のうち、担い手へのサイロ貸与に係る目
標については、平成30年に達成していたが、平成31
年度に残る成果目標の早期契約数量及び下位等
級指数については、目標を達成できなかった。
今後については、農業改良普及センター等の関係
機関と連携しつつ、成果目標が達成できるように事
業主体が実施する研修会や講習会等に協力し、指
導を行う。

　エコファーマー取得については、目標値(R1:89％(162人
/182人）に対し、実績値は40.1％(67人/167人）となり、目
標未達となった。町内の生産者に対し、営農技術講習会
等を通じてエコファーマーの認定取得に向けて働きかけを
行ってきたため、R２年度にエコファーマーの認定者数の
割合は９７％（162人/167人）となり、目標を達成する。
　新規需要米の増加については、目標値(R1：17.1％
(/324ha/1900ha）に対し、実績値は-12％(40ha/1680ha）と
なり、目標未達となった。目標未達の要因は、①当初計画
では、麦・大豆等から飼料用米への転換を進めていく計画
（地区内に麦や大豆の集出荷施設が無く、品質の均一化
には限界があった背景）だったが、計画時の想定より急速
に離農が進み、離農農家の農地を引き受けた生産者の１
戸あたり経営規模が急増したことにより、相対的に労働力
が必要な水稲への転換が進まなかったこと、②主食用米
の販売単価が高水準で推移し、主食用米から飼料用米へ
の転換が進まなかったこと、③産地交付金による支援や
JAでもSGSの製造施設を導入し、地元内での耕畜連携を
図ったが、地元酪農家が６戸から３戸に減少したことで需
要量が減り、SGSを含む飼料用米の面積増加に至らな
かった。今後については、JA新すながわ水稲直播研究会
を中心に、関係機関・団体と連携し、産地交付金の助成拡
充や、町外を含めた飼料用米の供給先となる新規取引先
の開拓等を図り、目標達成に向けた取り組みを行ってい
く。
　担い手へのサイロの部分貸与については、新すながわ
特別栽培米生産組合が１５０ｔサイロを特別栽培米専用の
サイロとして運用されており、目標は達成している。

　エコファーマー取得について、営農技術講習会等
をはじめ、取得に向けた働きかけを実施し、目標は
達成する。
　新規需要米の増加について、計画時の想定よりも
急速に離農が進み、また、耕畜連携を図ったが、酪
農家戸数の減少等により飼料用米の面積増加には
至らなかったが、産地交付金等の制度活用の促進
を図るとともに、飼料用米の取引先確保などの取組
状況を適切に把握し、面積拡大に向けた指導を行
う。
　担い手へのサイロの部分貸与について、新すなが
わ特別栽培米生産組合に対して１５０ｔサイロを貸与
しており、目標は達成している。


